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(百万円未満切捨て)

１．2022年３月期第２四半期の連結業績（2021年４月１日～2021年９月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期第２四半期 2,718 △30.7 △1,656 － 1,496 － 25 －

2021年３月期第２四半期 3,922 △67.0 △1,898 － △1,555 － △2,403 －
(注) 包括利益 2022年３月期第２四半期 27百万円( －％) 2021年３月期第２四半期 △2,399百万円( －％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期第２四半期 2.53 －

2021年３月期第２四半期 △333.67 －
　

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年３月期第２四半期 10,083 553 4.6

2021年３月期 10,011 523 4.4
(参考) 自己資本 2022年３月期第２四半期 466百万円 2021年３月期 441百万円
　

　

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00

2022年３月期 － 0.00

2022年３月期(予想) － 0.00 0.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　　

　

３．2022年３月期の連結業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）
2022年３月期業績予想につきましては、新型コロナウイルスの感染拡大による影響を現時点において適正かつ合理的
に算定することが困難と判断し、未定としています。業績予想の開示が可能となった段階で、速やかに公表いたしま
す。

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 社（社名） 、除外 社（社名）
　

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有
　

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年３月期２Ｑ 10,331,950株 2021年３月期 10,331,950株

② 期末自己株式数 2022年３月期２Ｑ 225,206株 2021年３月期 225,206株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年３月期２Ｑ 10,106,744株 2021年３月期２Ｑ 7,202,644株
　

　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実勢の業績
等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっ
ての注意事項等については、添付資料Ｐ．３「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将
来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により依然として厳しい状

況にあるなか、持ち直しの動きが続いているものの、その動きは弱まっている状況です。

外食業界におきましても、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う緊急事態宣言などの行政からの要請による長期

の休業、営業時間短縮等に伴う来客数の減少に加え、リモートワークの拡大等による都市部での会食や宴席の減少

があり、非常に厳しい経営環境が続いております。また、殊に居酒屋業界においては、政府・自治体からの酒類販

売停止の要請もあり、たいへんな苦境に喘いでおります。

このような環境の中、当社グループにおきましては消費環境の変化に対応し、付加価値の高い商品の開発や販売

におけるサービスの更なる強化に取り組んでおります。「食のあるべき姿を追求する」というグループ共通のミッ

ションのもと、既存ブランドの再構築及び居酒屋よりも食事に重点を置いた新ブランド開発に加え、電子商取引や

テイクアウト・デリバリーといった、生産者との継続的な深い関わりに基づく商品力を基軸とした新たなビジネス

に取り組むなど、事業モデルの転換に努めております。また、新型コロナウイルス感染症拡大防止に寄与すべく、

当社グループの店舗の大半をほぼ全期間営業自粛したことにより、臨時休業による特別損失が1,462百万円発生して

おります。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は2,718百万円（前年同期比30.7％減）、営業損失は

1,656百万円（前年同四半期は営業損失1,898百万円）、経常利益は1,496百万円（前年同四半期は経常損失1,555百

万円）、親会社株主に帰属する四半期純利益は25百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失2,403

百万円）となりました。

セグメントごとの業績は次のとおりであります。

① 生産流通事業

生産流通事業では、「生販直結モデル」の一部として、地鶏、鮮魚、青果物などの生産及び流通事業を行って

おります。食産業全般において、仕入価格の不安定化が事業課題になっておりますが、当社グループにおいては

主要食材を当社グループ会社や安定した契約農家などから調達できることが事業の安定化につながり強みとなっ

ております。

　直近では、新型コロナウイルス感染症拡大の影響による販売事業の売上高減少等により、地鶏の生産量や野菜

の流通量は大幅に減少しております。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は254百万円（前年同期比61.1％減）、セグメント損失

は153百万円（前年同四半期はセグメント損失106百万円）となりました。
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② 販売事業

販売事業では、「生販直結モデル」の一部として、主に外食店舗を運営しております。

当第２四半期連結累計期間の全店舗の売上高が、前年同期比△30.0％となりました。これは第１四半期連結累

計期間に引き続き、新型コロナウイルス感染症拡大防止に寄与すべく、当社グループの店舗の大半をほぼ全期間

営業自粛したことによるものであります。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は2,565百万円（前年同期比30.0％減）、セグメント損

失は1,502百万円（前年同四半期はセグメント損失1,792百万円）となりました。

（２）財政状態に関する説明

（総資産）

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は10,083百万円（前連結会計年度比72百万円の増加）となりまし

た。これは主に助成金等により未収入金が1,406百万円増加した一方で、休業店舗の家賃支払等により現金及び預金

の減少1,158百万円や売掛金の回収に伴う減少186百万円等によるものです。

（純資産）

　当第２四半期連結会計期間末における純資産は553百万円（前連結会計年度比29百万円の増加）となりました。こ

れは主に親会社株主に帰属する四半期純利益25百万円によるものです。

（自己資本比率）

　当第２四半期連結会計期間末における自己資本比率は4.6％（前連結会計年度比0.2ポイント増）となりました。

これは主に親会社株主に帰属する四半期純利益25百万円により自己資本が増加したことによるものです。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2022年３月期につきましては、新型コロナウイルス感染症の収束の見通しは依然立っておらず、厳しい経済状況

が続くことが予想されます。

また、景気動向に加え、政府や自治体から居酒屋業界への自粛要請の影響など不確定要素も多いことから、引き

続き今後の予想が困難な外部環境となっております。

当社グループは、お客さまや従業員の安心・安全を第一に考えて、各種自粛要請に応え、臨時休業・時短営業等

を実施しているため、売上高が大幅に減少する等の影響を受けておりますと同時に今後の先行きが見通せない状況

にあります。

そのため、2022年３月期の連結業績予想につきましては未定とさせていただきます。

今後も新型コロナウィルス感染症の影響によって市場環境が頻繁に変化する状況であることに鑑み、引き続き業

績動向を注視し、業績への重要な影響が生じる等、適時開示が必要な場合には、速やかに公表して参ります。

なお、新型コロナウィルス感染症の収束後の新たな生活様式・消費者ニーズに対応するため、事業ポートフォリ

オの見直し・コスト構造改革を一層加速して参ります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,210,959 1,052,575

売掛金 375,720 189,397

棚卸資産 589,467 648,896

未収入金 621,540 2,027,821

その他 540,464 499,402

貸倒引当金 △560 △560

流動資産合計 4,337,592 4,417,533

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 6,310,152 6,443,267

減価償却累計額及び減損損失累計額 △3,451,569 △3,560,348

建物及び構築物（純額） 2,858,582 2,882,918

工具、器具及び備品 2,194,657 2,224,462

減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,935,192 △1,980,524

工具、器具及び備品（純額） 259,465 243,938

建設仮勘定 － 418

その他 566,147 567,509

減価償却累計額及び減損損失累計額 △366,137 △379,536

その他（純額） 200,010 187,972

有形固定資産合計 3,318,059 3,315,247

無形固定資産

のれん 170,383 139,404

ソフトウエア 13,730 13,007

その他 1,501 1,405

無形固定資産合計 185,614 153,817

投資その他の資産

投資有価証券 212,768 288,818

敷金及び保証金 1,608,759 1,554,730

長期前払費用 158,601 154,839

繰延税金資産 140,271 140,256

その他 46,236 56,305

貸倒引当金 △5,394 △5,394

投資その他の資産合計 2,161,240 2,189,555

固定資産合計 5,664,914 5,658,620

繰延資産

株式交付費 8,701 7,209

繰延資産合計 8,701 7,209

資産合計 10,011,209 10,083,363
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 297,275 214,377

短期借入金 2,408,000 2,398,000

1年内返済予定の長期借入金 804,672 794,850

未払金 261,052 214,238

未払費用 429,153 429,133

未払法人税等 110,533 6,566

未払消費税等 94,159 14,058

その他 95,642 78,199

流動負債合計 4,500,488 4,149,425

固定負債

長期借入金 4,753,674 5,169,136

繰延税金負債 36,489 36,489

その他 197,167 175,273

固定負債合計 4,987,331 5,380,898

負債合計 9,487,820 9,530,323

純資産の部

株主資本

資本金 50,000 50,000

資本剰余金

その他資本剰余金 3,461,086 548,254

資本剰余金合計 3,461,086 548,254

利益剰余金 △2,623,256 315,186

自己株式 △374,853 △374,853

株主資本合計 512,975 538,587

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 △71,423 △72,060

その他の包括利益累計額合計 △71,423 △72,060

新株予約権 7,724 7,724

非支配株主持分 74,111 78,787

純資産合計 523,389 553,039

負債純資産合計 10,011,209 10,083,363
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

売上高 3,922,558 2,718,739

売上原価 1,592,031 1,338,608

売上総利益 2,330,526 1,380,131

販売費及び一般管理費 4,228,822 3,036,342

営業損失（△） △1,898,295 △1,656,211

営業外収益

受取利息及び配当金 2,872 1,114

為替差益 － 4,069

助成金収入 182,785 3,165,869

協賛金収入 18,362 14,061

その他 222,536 73,463

営業外収益合計 426,557 3,258,579

営業外費用

支払手数料 3,196 18,071

支払利息 39,383 41,977

持分法による投資損失 1,303 12,747

為替差損 6,807 －

シンジケートローン手数料 2,200 13,200

新株発行費 － 1,491

その他 30,437 18,256

営業外費用合計 83,328 105,743

経常利益又は経常損失（△） △1,555,066 1,496,624

特別利益

固定資産売却益 60 2,621

特別利益合計 60 2,621

特別損失

固定資産除却損 53,125 2,988

臨時休業による損失 767,884 1,462,228

特別損失合計 821,009 1,465,217

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△2,376,015 34,028

法人税等 27,090 5,465

四半期純利益又は四半期純損失（△） △2,403,106 28,562

非支配株主に帰属する四半期純利益 217 2,950

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

△2,403,323 25,612
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四半期連結包括利益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △2,403,106 28,562

その他の包括利益

為替換算調整勘定 3,249 △637

その他の包括利益合計 3,249 △637

四半期包括利益 △2,399,856 27,925

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △2,400,074 24,974

非支配株主に係る四半期包括利益 217 2,950
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△2,376,015 34,028

減価償却費 200,363 228,702

長期前払費用償却額 33,094 33,839

有形固定資産除売却損益（△は益） 53,065 367

支払利息 39,383 41,977

持分法による投資損益（△は益） 1,303 12,747

シンジケートローン手数料 2,200 13,200

臨時休業による損失 767,884 1,462,228

助成金収入 △182,785 △3,165,869

売上債権の増減額（△は増加） 69,210 186,323

棚卸資産の増減額（△は増加） △142,748 △59,429

仕入債務の増減額（△は減少） △1,871 △82,898

未収入金の増減額（△は増加） － △327,717

未払金の増減額（△は減少） △42,857 △91,277

未払費用の増減額（△は減少） 10,243 △3,980

未払消費税等の増減額（△は減少） △73,288 △80,100

その他 257,647 107,442

小計 △1,385,171 △1,690,415

利息及び配当金の受取額 2,872 1,114

利息の支払額 △23,107 △38,016

雇用調整助成金の受取額 182,785 2,087,305

臨時休業による損失の支払額 △678,042 △1,537,504

法人税等の支払額 △56,222 △109,417

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,956,886 △1,286,933

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 － △88,797

定期預金の預入による支出 △12,000 △10,000

定期預金の払戻による収入 10,598 －

有形固定資産の取得による支出 △76,789 △186,213

貸付金の回収による収入 － 81

無形固定資産の取得による支出 － △2,000

長期前払費用の取得による支出 △30,691 △27,851

敷金及び保証金の差入による支出 △669 △23,243

敷金及び保証金の回収による収入 100,826 71,648

貸付けによる支出 △92,099 －

その他 △33 △69

投資活動によるキャッシュ・フロー △100,857 △266,445

　



-9-

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 2,398,000 2,040,000

短期借入金の返済による支出 △480,000 △2,050,000

長期借入れによる収入 1,102,697 800,000

長期借入金の返済による支出 △441,970 △394,359

シンジケートローン手数料の支払額 △2,200 △13,200

その他 △9,603 8,760

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,566,923 391,200

現金及び現金同等物に係る換算差額 － 3,793

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 509,180 △1,158,384

現金及び現金同等物の期首残高 1,850,188 2,207,948

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,359,368 1,049,564
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

税金費用の計算

　当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日。以下、「収益認識会計基準」という。）等

を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連結

会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しておりますが、収益認識会計基準

等の適用による、当第２四半期連結累計期間の損益及び期首利益剰余金に与える影響は軽微であります。

　なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法によ

る組替えを行っておりません。

　また、「四半期財務諸表に関する会計基準」（2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前

第１四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を第1四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業

会計基準第10号 2019年７月４日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな

会計方針を、将来にわたって適用することとしています。この変更による当第２四半期連結会計期間及び当第２四半

期連結累計期間の四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

　



-11-

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年９月30日）

　１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント
調整額

四半期連結損益計
算書計上額

(注)生産流通事業 販売事業 合計

売上高

外部顧客への売上高 258,518 3,664,040 3,922,558 － 3,922,558

セグメント間の内部
売上高又は振替高

396,025 2,555 398,580 △398,580 －

計 654,543 3,666,595 4,321,139 △398,580 3,922,558

セグメント損失（△） △106,249 △1,792,046 △1,898,295 － △1,898,295

(注) セグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

　２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年９月30日）

　１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント
調整額

四半期連結損益計
算書計上額

(注)生産流通事業 販売事業 合計

売上高

外部顧客への売上高 159,502 2,559,236 2,718,739 － 2,718,739

セグメント間の内部
売上高又は振替高

95,007 6,720 101,727 △101,727 －

計 254,510 2,565,956 2,820,467 △101,727 2,718,739

セグメント損失（△） △153,960 △1,502,293 △1,656,253 42 △1,656,211

(注) セグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

　２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

（追加情報）

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積り

新型コロナウイルスの感染拡大に伴う店舗の臨時休業等により、足元の業績に売上高減少等の影響が生じてお

ります。固定資産の減損及び税効果会計等におきましては、当該業績への影響が一定期間に渡り続くものと仮

定し、将来キャッシュ・フロー及び繰延税金資産の回収可能性等の見積りを行っております。
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３．その他

継続企業の前提に関する重要事象等

前連結会計年度において、新型コロナウイルス感染症拡大防止及び行政からの要請に基づき営業時間を短縮した

こと等に伴う来客数の減少等により、売上高の大幅な減収と多額の損失を計上した結果、一時的に債務超過となり、

継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせる事象または状況が存在していると認識しております。

しかしながら、策定した資金計画に基づき、取引金融機関等との連携を深化拡大させたとともに、第三者割当に

よる新株式の発行により前連結会計年度末において債務超過は解消しております。また、新型コロナウイルス感染

症の収束後の新たな生活様式・消費者ニーズに対応するため、事業ポートフォリオの見直し・コスト構造改革を一

層加速させることで、早期の業績改善を図ってまいります。以上より、継続企業の前提に関する重要な不確実性は

認められないものと判断しており、継続企業の前提に関する注記を記載しておりません。

　


